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関係団体の長 殿

沖縄労働局労働基準部長

(公 印 省 略 )

令和 8年度 SDS電子化補助金事業の実施に係る周知について (協力要請 )

日頃より労働安全衛生行政の推進に格段の御理解・御協力を賜り厚く御礼申

し上げます。

厚生労働省では、労働安全衛生法第 57条の 2に基づく化学物質の危[父有害性

情報の通知 (SDSの交付等)をより迅速かつ的確に行う観点から、SDS I青報を電
子的に交換するための標準的なフォエマウト及び利用マニュアルを作成し、令

和 7年 3月 に公開しました。これは、化学物質の譲渡・提供者が共通のフォーマ

ットを用いて危険有害性情報のデータ (SDSデータ〉を作成することにより、電

子的な情報の交換を容易にすること、SDSの作成。変更・交付等の二連の作業負

担を軽減すること、SDSによる情報伝達の迅速化を図ること等を目的としたもの

です。

このフォーマットを活用した SDSデータの作成を支援するため、令和 7年度

から、化学物質の譲渡・提供者等が当該フォーマットの活用のため自社システム

の改修を行う場合や、新たにシステムを導入する場合等において、必要な費用の
二部を補助する「SDS電子化補助金事業」を実施しています。

本補助金事業について、令和 8年度においても引き続き実施することとして

おり、公益社団法人全国労働衛生団体連合会を補助者とする間接補ロノJ金として

実施することとなりました。令和 8年 7月 1日 から申請の受け付けを開始して

います。

補助対象等については、別添のリーフレットのとおりですので、化学物質を製

造、取り扱う中小事業事業者等の皆様にご利用いただけるよう、ホームペ▼ジで

の周知等貴団体会員各位への周知につきまして、御協力の程お願い申し上げま

す。
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